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要旨：鉄筋コンクリート造袖壁付き柱 4 体の静的載荷実験を行い，腰壁・垂れ壁が袖壁付き柱の最大耐力や

変形能力に与える影響を検討した。2 体は腰壁・垂れ壁が取り付く試験体とし，2 体は腰壁・垂れ壁の内法高

さ部分の上下に剛な加力梁が取り付く試験体で，内法高さ部分に対して計算上のせん断余裕度が 1.1 程度にな

るような同じせん断スパン比の加力方法とした。曲げ終局強度に関して設計式や曲げ理論に基づく略算式等

の妥当性を検証するとともに，腰壁・垂れ壁がコンクリート歪み分布や変形能力に与える影響を検討した。 
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1. はじめに 

 袖壁付き柱は一般的に変形能力が小さく耐力や剛性の

評価も煩雑であるため，実際の設計では柱と雑壁の間に

スリットを設けて構造的に切り離されることが少なくな

い。しかし袖壁を有する柱梁部材は高い剛性・耐力をも

つことが既往の研究 1) 2)でわかっている。したがって袖

壁付き柱も構造性能を適切に評価することができれば非

構造部材を有効に利用した設計が可能になる。 

 一方で既往の実験的検討は袖壁付き柱の上下端部は剛

の梁としたものが多く，腰壁・垂れ壁を有する実験 3)は

少ない。耐震診断等の計算においても腰壁・垂れ壁を剛

と仮定して内法高さ部分のみでモデル化して耐力が計算

されることが多いが，この仮定は耐力を過大評価する可

能性がある。 

 そこで，本研究では袖壁付き柱に腰壁・垂れ壁が取り

付く試験体と内法高さで上下剛とした試験体を比較する

実験を行い，腰壁・垂れ壁が耐力と変形能力に与える影

響を検討した。 

 

2. 実験概要 

2.1 試験体 

 本実験の試験体は腰壁・垂れ壁・両側袖壁付きの柱試

験体 2 体(No.1,2，以下腰壁垂れ壁試験体と略称)とこれを

内法高さで上下の加力梁を剛とした両側袖壁付き柱試験

体 2 体(No.3,4，以下袖壁試験体と略称)の計 4 体である。

各試験体の配筋詳細図を図-1に示す。また試験体の諸元 

 

 

 

 

 

 

を表-1 に示す。壁厚さを(No.1,3)では 75mm(No.2,4)では

112.5mm としている。 

 各試験体は実大スケールの約 1/2 を想定しており，柱

断面(300×300mm)，袖壁付き柱の内法長さ(1000mm)，袖

壁の張出長さ(300mm)は共通とした。袖壁および腰壁・

垂れ壁付き柱試験体における腰壁高さは 400mm，垂れ壁

高さは 200mm である。また，袖壁および腰壁・垂れ壁

は同一厚さとし，柱幅の中央に接合している。 

 柱の配筋は全ての試験体で共通しており，主筋は

12-D13(Ps=1.69%)，帯筋は D6@40(Pw=0.53%)とした。壁

筋は全てダブル配筋(No.1,3:D4@100 ダブル，No.2,4:D4 

@70 ダブル)とし，袖壁の端部補強筋は No.1,3 で 2D10，

No.2,4 で 3D10 とした。袖壁と腰壁の交差部分に開口補

強筋は配していない。また，袖壁横筋，腰壁縦筋はいず

れも壁端部で U 字型に折り曲げ配筋し，袖壁横筋は柱部

分で重ね継ぎ手により定着している。材料特性を表-2，

表-3 に示す。コンクリートかぶり厚さは 15mm とした。

鉄筋種別は柱主筋(D13)については SD345，その他の鉄筋

は SD295 である。柱帯筋(D6)および壁筋(D4)の降伏強度

は降伏点の明確でない復元力特性であるため 0.2%オフ

セット耐力と定義したが，いずれの降伏点耐力も規格降

伏点強度(295MPa)を下回った。 

 コンクリート強度は呼び強度 27N/mm2 の調合とした

が，シリンダー試験による強度は 45N/mm2と呼び強度を

かなり上回った。 
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表-1 試験体諸元 

断面 B×D (mm) 主筋 Ps 帯筋 Pw 高さ (mm) 厚さ (mm) 縦横筋 端部補強筋
No.1 75 2D4@100 2D10
No.2 112.5 2D4@70 3D10
No.3 75 2D4@100 2D10
No.4 112.5 2D4@70 3D10

810
(0.2)

1200

試験体
柱 壁 軸力(kN)

(柱軸力比)
反曲点高さ
M/Q(mm)

300×300
12-D13
(1.69%)

D6@40
(0.53%)

腰壁 400
垂壁 200

なし
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図-1 試験体配筋詳細図 

 

表-2 コンクリート材料特性 

 
 

表-3 鉄筋材料特性 

 
 

2.2 計測載荷方法 

 載荷による試験体の変形は全体水平変形，全体鉛直変

形，壁および柱部分曲率変形(壁・柱側端部の鉛直変形を

計測し算定)，腰壁端部変形等を計測している。腰壁垂れ

壁試験体の全体変形は腰壁・垂れ壁部分も含めている。

鉄筋の歪みは柱主筋，壁縦横筋，端部補強筋を中心に計

測している。載荷方法は変位制御の正負交番繰り返し載

荷とし，ピーク時の部材変形角(全体水平変形/柱内法高

さ)は±1/400(rad)，±1/300(rad)，±1/200(rad)，±1/150(rad)，

±1/100(rad)，±1/75(rad)，±1/50(rad)，±1/37.5(rad)，±

1/25(rad)としている。載荷装置と方法を図-2に示す。す

べての試験体でせん断スパン長さ M/Q は 1200mm とし，

柱断面に対するコンクリート軸力比は 0.2 としている。

水平力は両端ピン支承を有する 1000kN ジャッキ 2 台に

より伝達させ，軸力はピンローラー支承を有する 2000kN

ジャッキにより伝達させている。 

 

 
図-2 載荷方法，モーメント図 

 

3. 実験結果および考察 

3.1 破壊経過 

 各試験体の水平加力終了時の破壊状況を写真-1 に示

す。全ての試験体で曲げ降伏後に圧縮側袖壁端部に圧縮

破壊が生じて最大耐力に達し，その後水平変形角の増加

に伴い徐々に水平耐力が低下している。 

 (1) No.1(袖壁・腰壁垂れ壁付き，壁厚：薄い) 

 1/400rad サイクルに袖壁と腰壁の交差部分で曲げひび

割れが，1/200rad サイクルで柱端部に曲げひび割れが発

生した。1/150rad サイクルで袖壁端部に圧縮破壊が，

1/37.5rad サイクルで柱端部に圧縮破壊が生じた。袖壁端

部筋は 1/400rad サイクルで降伏し，柱主筋は 1/75rad サ

イクルで降伏が確認された。腰壁端部筋が 1/100rad サイ

クルで降伏した。1/25rad サイクルに袖壁端部筋が引張破

断した。柱帯筋と袖壁の横筋は最後まで降伏しなかった。 

 (2) No.2(袖壁・腰壁垂れ壁付き，壁厚：厚い) 

 1/400rad サイクルに袖壁と腰壁の交差部分で曲げひび

割れが，1/300rad サイクルで柱端部に曲げひび割れが発

生した。1/150rad サイクルで袖壁端部に圧縮破壊が，

1/37.5rad サイクルで柱端部に圧縮破壊が生じた。袖壁端

部筋は 1/400rad サイクルで降伏し，柱主筋は 1/100rad サ

イクルで降伏が確認された。腰壁端部筋(横筋)が 1/200rad

サイクルで降伏し，袖壁横筋は 1/75rad サイクルで降伏

した。1/37.5rad サイクルに袖壁端部筋が引張破断した。

柱帯筋は最後まで降伏しなかった。 

 (3) No.3(袖壁のみ，壁厚：薄い) 

 1/100rad サイクル加力中に袖壁端部の圧縮破壊域が広

試験体 No.1 No.2 No.3 No.4

ヤング係数 (kN/mm2) 22.3 24.7 21.9 24.9

圧縮強度 (N/mm2) 45.4 42.7 45.4 44.1

最大耐力時歪み (μ) 2952.5 2745 2792.5 2585

種類
D13

(SD345)
D10

(SD295)
D6

(SD295)
D4

(SD295)

ヤング係数 (kN/mm2) 148.2 155.6 115.5 87.1

降伏強度 (N/mm2) 369 356 271 215

降伏時歪み (μ) 2490 2290 4344 4464

試験体 No.1 

試験体 No.4 試験体 No.3 

水平油圧ジャッキ(1000kN) 
両端ピン支承 

水平油圧ジャッキ(1000kN) 
両端ピン支承 

試験体 No.2 

鉛直油圧ジャッキ(2000kN) 
ピンローラー支承 

600 

M/Q=1200mm 

A 

B 

A 

B 

A 

A 
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がったことで変位が進み，予定していた変位を超えた。

1/400rad サイクルに袖壁端部に曲げひび割れが生じ，

1/400rad サイクルに柱端部にも曲げひび割れが発生した。

1/150rad サイクルで袖壁端部に圧縮破壊が，1/50rad サイ

クルで柱端部に圧縮破壊が生じた。袖壁端部筋は

1/400rad サイクルで降伏した。柱主筋は計測不良により

計測できなかった。袖壁横筋は 1/75rad サイクルで降伏

した。1/37.5rad サイクルで袖壁端部筋が破断した。柱帯

筋は最後まで降伏しなかった。 

 (4) No.4(袖壁のみ，壁厚：厚い) 

 1/400rad サイクルに袖壁端部に曲げひび割れが生じ，

1/400rad サイクルで柱端部にも曲げひび割れが発生した。

1/150rad サイクルで袖壁端部に圧縮破壊が，1/50rad サイ

クルで柱端部に圧縮破壊が生じた。袖壁端部筋は

1/400rad サイクルで降伏し，柱主筋は 1/200rad サイクル

で降伏した。袖壁横筋は 1/75rad サイクルで降伏が確認

された。1/37.5rad サイクルに袖壁端部筋が引張破断した。

柱帯筋は最後まで降伏しなかった。 

 

 
写真-1 最終変形時(1/25rad)の損傷状況 

 

3.2 荷重変形角関係 

 各試験体の荷重変形角関係を図-3に示す。また各試験

体の最大耐力と最大耐力時変形角，曲げ限界変形角を表

-4に示す。曲げ限界変形は耐力が最大耐力の 95%以上を

保つサイクルで，最終のサイクルのピーク時と定義した。

腰壁の有無で比較すると，壁厚の薄い試験体(No.1，No.3)

では最大耐力で 10%程度の違いがあったが，厚い試験体

(No.2，No.4)では最大耐力はほぼ同じであった。今回の

実験の最大耐力に対しては腰壁による部材の可撓長さの

影響はそれほど見られなかった。変形能力については壁

厚に関わらず腰壁がある試験体で袖壁のみの試験体より

曲げ限界変形角が大きくなるといった結果となった。 

 
図-3 荷重変形角関係 

 

表-4 最大耐力および変形角 

 

最大耐力
(kN)

最大耐力時
変形角(rad)

曲げ限界
変形角(rad)

+ 304.5 1/123 1/123
- -302.5 -1/163 -1/138
+ 415.5 1/107 1/107
- -416.5 -1/107 -1/87
+ 322.0 1/158 1/158
- -344.0 -1/167 -1/167
+ 417.0 1/157 1/122
- -414.5 -1/158 -1/123

試験体

No.1

No.2

No.3

No.4

No.1 No.2 

No.3 No.4 

No.1 

No.3 

No.2 

No.4 
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3.3 最大耐力 

 4 試験体の結果を既往の袖壁付き柱の強度式と比較す

る。袖壁，腰壁付き柱も部材長さを腰壁上端から垂れ壁

下端までとした内法スパンで計算した。計算式は以下に

示した式を使用した。実験値と計算値の比較を表-5に示

す。 

 (1)曲げ理論に基づいた略算式 4) 

   ( )∑ ⋅+⋅⋅= Ntytu jNjaM σ    (1) 

   cctt Ldj −=     (2) 

   

c

yt
cc F

Na
A

85.0
)(∑ +⋅

=
σ    (3) 

ただし各変数は図-4および以下の通り。 

ta :引張領域にある鉄筋の断面積(圧縮域近辺は無視して

よい)，σy:引張鉄筋の降伏強度，jt:引張鉄筋とコンクリ

ート圧縮域の応力中心間距離，dt：コンクリート圧縮縁

から引張鉄筋までの距離，N：軸力，jN：軸力作用位置(柱

芯）と圧縮域の応力中心間距離，Acc：コンクリート圧

縮域の面積 Lcc: コンクリ－ト圧縮域中心の圧縮縁から

の距離で， 

)( 11 wwwcc LtAA ⋅=≤ の場合は， 

)2/( wcccc tAL =    ----(1-1) 

)( 11 wwwcc LtAA ⋅=> の場合は，柱幅 Bcを考慮して， 

)
2

)(1(
2

1
1

111

c

wcc
w

cc

ww

cc

w
cc B

AAL
A
AL

A
AL +

+−+⋅=
 --(1-2)としてよい。 

図-4 曲げ略算式の概念図 

 

 (2)耐震診断基準の曲げ強度式 5) 

( ) DaM yt ⋅⋅⋅+= σβ9.0  






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NDN yt

ce
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   (4) 

β：張出比，at：柱引張鉄筋断面積(mm2)，σy：降伏強度

(N/mm2)，D：柱せい(mm)，N：軸力(N)，be：等価壁厚(mm)，

Fc：コンクリート強度(N/mm2) 

図-6 耐震診断基準式 

 

 (3)分割累加モデルによるせん断終局強度式 6) 
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図-7 分割累加モデル 

 

表-5 実験値と計算値の比較 

 
 

 せん断余裕度の Qsu は(5)式による強度，Qmu は(1)式

による強度で計算した。No.2,No.4 ではせん断余裕度が 1

以下で計算上せん断破壊先行だが実験では曲げ破壊とな

った。これはせん断強度算定に使用した式が荒川式を袖

最大耐力 No.1 No.2 No.3 No.4

実験値 (kN)
304

-302.5
415.5
-416.5

322
-344

417
-414.5

(1)曲げ略算式 275 390 275 396
(2)耐震診断基準式 332 337 332 339

(3)せん断強度(分割累加) 312 359 312 362
せん断余裕度(Qsu/Qmu) 1.13 0.92 1.13 0.91
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壁付き柱に適用させた式であるため，安全側の算定とな

ったためだと思われる。精度については曲げ略算式は全

ての試験体で安全側かつ誤差 10%程度の範囲に収まって

いる。耐震診断基準式は壁厚が厚い試験体(No.2,4)で実験

値を過小に評価し，比較的精度は良くない結果となった。 

 

3.4 コンクリート歪み 

 図-8に示す区間に変位計を取り付け、変位を測定区間

で除しコンクリート歪みを計算した。図-9に計算した区

間毎の平均歪みをピーク時圧縮側鉛直分布として示す。

壁厚が等しい試験体で比較すると腰壁垂れ壁試験体が同 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8 変位測定位置 

 

 

 

図-9 コンクリート歪みの分布 

 

 
図-10 圧縮側合計変位の推移 

変形角で最大歪みが小さいことがわかる。No.3,4 は袖壁

下端が剛な梁で，歪みは下端に向かって著しく大きくな

っている。一方袖壁下端に腰壁が取り付く No.1,2 は袖壁

下端で歪み最大となるが，値は比較的小さい。これは腰

壁部分もある程度変形し歪みが局所的にならなかったた

めと考えられる。また上端から下端の変位を合計した値

の変形角毎の推移を図-10 に示す。同変形角において

No.3,4 の合計変位が大きいことから袖壁試験体は圧縮側

の損傷が早期に進んでおり結果としてNo.3,4の曲げ限界

変形角が小さい値となったと思われる。 

 

3.5 ひび割れ 

図-11に1/75(rad)での各試験体のひび割れ状況を示す。

壁が厚い試験体ではひび割れ数が多く見られる。また図

-11の範囲(袖壁腰壁端)のひび割れについて図-12に各変

形角時の壁部分の最大ひび割れ幅の推移を，図-13 に計

測した壁部分ひび割れ幅の合計を示す。計測はクラック

ゲージで行った。図-12 から腰壁垂れ壁試験体の方が最

大ひび割れ幅が大きくなったことが特に壁厚が等しい試

験体を比較するとわかる。一方で図-13 より計測したひ

び割れ幅の合計は袖壁試験体(No.3,4)の方が 1/300(rad)以

降は大きくなっている。このことから腰壁垂れ壁試験体

は少数のひび割れが集中的に開いていたと推定される。 

 

図-11 1/75(rad.)でのひび割れ状況 

 

 
図-12 部材角毎の最大ひび割れ幅 

No.1 

No.4 No.3 

No.2 
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図-13 部材角毎のひび割れ幅の合計 

 

3.6 曲げ限界変形角 Ru 

既往の論文 1)で袖壁付き柱の曲げ終局時の限界変形角

Ru の簡易評価法が提案されている。以下に式を引用して，

今回の実験への適用を検討した。中立軸位置は曲げ略算

式時に求めた中立軸を用いた。 

(8) 

 

(9) 

(10) 

ここで c:変形係数，lh:ヒンジ領域長さ(mm)，φu:曲率

(1/mm)，εcu;圧縮縁終局コンクリート歪み(0.003とする)，

xn:圧縮縁-中立軸位置の距離(mm) 

 

 図-14に c=4.5 としたときの計算値と実験値の比較を

示す。実験値の限界変形角は 3.2 で述べたように最大耐

力 95%低下時とし，正負で小さい方の値を用いた。既往

の評価法ではせん断変形成分や弾性変形成分も含めるた

め c=6 程度にすると適合性がよい結果になっていたが，

今回の実験では c=4～4.5 程度に対応している。今回の実

験では計算上のせん断余裕度は約 1 だが，結果から曲げ

変形成分を計算すると全体変形の約 8 割と大きい比率で

あった。したがってせん断変形等の成分が小さいため，

既往の実験よりも小さい係数で適合していると考えられ

る。 

 

 

図-14 Ru計算値と Ru実験値の比較 

 

4. まとめ 

 腰壁・垂れ壁・両側袖壁付きの柱試験体 2 体(No.1,2，

腰壁・垂れ壁試験体)とこれを内法高さで上下の加力梁を

剛とした両側袖壁付き柱試験体 2 体(No.3,4，袖壁試験体)，

壁厚さを(No.1,3)では 75mm，(No.2,4)では 112.5mm とし

て実験を行い，以下の結果を得た。 

(1). 腰壁垂れ壁試験体の最大耐力は，袖壁試験体に比較

して，壁厚が薄い試験体では 10%程度耐力低下した

が，厚い試験体ではほぼ同等であった。 

(2). 最大耐力の計算値は，柱内法を部材長さとして，曲

げ略算式，完全塑性理論による曲げ強度算定でも式

の安全率の範囲で概ね評価可能であった。 

(3). 圧縮側コンクリート歪みは腰壁垂れ壁試験体では袖

壁試験体より同じ変形角で明らかに小さい値であ

った。 

(4). これにより，本実験において変形性能は腰壁垂れ壁

試験体の方がやや大きい結果になった。 
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